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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

1 入札に付する事項 

(1) 業務名 

   南陽工場クレーン設備重点検委託 

(2) 業務内容 

   以下に示すクレーンにおけるクレーン等安全規則第35条に定め 

られた定期自主検査を行うものです。 

ア ごみクレーン（吊上げ荷重26.3トン）  3基 

イ 灰クレーン  （吊上げ荷重15.8トン）  2基 

(3) 業務場所 

   名古屋市港区藤前二丁目 101番地  名古屋市南陽工場 

(4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月22日まで 

(5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 4,110,000★ 

 

2 競争入札参加資格要件 

  本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

(2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名 

停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣  

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人 
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その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「工事請 

負の部 機械設備工事」の認定を受けていること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除

く。） でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

(6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。） でないこと。 

(7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

(8) 平成 6年 4月 1日以降に、ごみ処理施設における吊上げ荷重 5 

トン以上のバケット付天井走行クレーンにおいて、元請負として 

整備工事（部品交換や補修等の工事を指す。）又は点検業務の受 

注実績を有するもの。 

 

3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 ＦＡＸ 052-972-4130 

(2) 入札説明書の交付 

ア 交付場所及び入手方法 

・ (1) に示す場所にて交付します。 
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・名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情報 

システム） http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

  イ 入手期間及び時間 

   期間 平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月）ま 

で。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

   時間  8時45分から17時15分まで 

(3) 設計図書の販売 

ア 申込方法 

下記の申込先ホームページにアクセスし、申込みください。 

なお、この方法によりがたいときは、入札説明書に添付されて 

いる設計図書等申込書を記入の上、下記の申込先へＦＡＸにて申

込むことができます。 

イ 申込先 

   名古屋市中区千代田一丁目 5番 8号 

   （名古屋市中土木事務所ビル 3階） 

   財団法人名古屋市建設事業サービス財団 

   電話 052- 265-1165   ＦＡＸ 052- 265-1166 

   ホームページ http://www.nkszaidan.or.jp/ 

ウ 申込期限 

   平成17年 3月14日（月）午後 4時 

   申込期限の翌日から起算して 2日以内（休日を含まない）であ 

れば申込期限を過ぎても設計図書の申込は受付けます。ただし、 

この場合見積期間が短くなるため注意してください。 

エ 発送予定日（申込期限までに申込んだ場合） 

   平成17年 3月15日（火） 

  オ 販売価格 

   申込先に御確認ください。 

(4) 入札 

  ア 入札方法 

   郵便入札とします。 
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  イ 入札回数 

     1回 

  ウ 送付書類 

    入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

    平成17年 3月23日（水）午後 5時 

 オ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

(5) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出して 

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月17日（木） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に

示す場所にて閲覧できます。 

 エ 閲覧期間 

    期間 平成17年 3月18日（金）から平成17年 3月23日（水） 

まで。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する

法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 

       時間  8時45分から17時15分まで 

(6)  開札 

ア 開札日時 

平成17年 3月24日（木） 9時00分  

 イ 開札場所 

   名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

ウ 落札者の決定  
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    予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の提 

示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札決 

定する。 

ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規定により、 

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、最 

低の価格を持って入札した者以外の者を落札者とすることがあ 

る。 

(7) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加 

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

ア  確認資料 

(ア) 同種工事の施工等実績表 

(イ) 積算内訳書 

  イ  提出先 

(1) に示す場所 

  ウ  提出部数 

     1部 

  エ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法による。 

  オ 提出期限 

    平成17年 3月28日（月） 

 

４ その他 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 

総額で定める。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確 

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見
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積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約書作成の要否 

   要 

 (5) 契約保証金の納付義務 

 入札説明書による。 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、 

入札の延期又は中止をすることがある。この場合においても、 

購入した設計図書の代金は返却しない。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立 

を条件とする。 

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

 1 入札に付する事項 

 (1) 業務名 

   南陽工場排水処理分析計等保守点検委託 

 (2) 業務内容 

   以下に示す水質監視装置における点検を行うものです。 

ア 自動校正装置付ｐＨ計       17台 

イ 純水測定用ｐＨ計          5台 

ウ 純水測定用伝導率計                4台 

エ 電磁濃度計                    4台 

オ ＯＲＰ（酸化還元電位）計        1台 

 (3) 業務場所 

   名古屋市港区藤前二丁目 101番地  名古屋市南陽工場 

 (4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月30日まで 

 (5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 1,760,000★ 

 

2 競争入札参加資格要件 

本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ 

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

 (2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名
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停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣ 

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人

その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「業務委 

託の部 その他」の認定を受けていること。 

  (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

 (5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 FAX 052-972-4130 

 (2) 入札説明書の交付 

ア 交付場所及び入手方法 

・ (1) に示す場所にて交付します。 

・ 名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情

報システム） http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 
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  イ 入手期間及び時間 

    期間 平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月） 

まで。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

 (3) 入札 

  ア 入札方法 

    郵便入札とします。 

  イ 入札回数 

     1回 

  ウ 送付書類 

    入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

    平成17年 3月23日（水）午後 5時 

  オ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

 (4) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出して

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に 

示す場所にて閲覧できます。 

  エ 閲覧期間 

    期間 平成17年 3月18日（金）から平成17年 3月23日（水）

まで。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する

法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 

        時間  8時45分から17時15分まで 

10



 (5) 開札 

  ア  開札日時 

平成17年 3月24日（木）9時15分  

  イ 開札場所 

    名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

  ウ 落札者の決定  

    予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の 

提示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札 

決定する。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規

定により、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者

のうち、最低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とす

ることがある。 

(6) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

   落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加 

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

  ア  確認資料 

積算内訳書 

  イ  提出先 

(1) に示す場所 

  ウ  提出部数 

     1部 

  エ  提出方法 

    入札説明書に掲げる方法による。 

  オ 提出期限 

    平成17年 3月28日（月） 

 

４ その他 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 
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総額で定める。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確 

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見 

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか 

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約書作成の要否 

   要 

 (5) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、 

入札の延期又は中止をすることがある。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立 

を条件とする。 

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

 1 入札に付する事項 

 (1) 業務名 

   南陽工場排水処理設備等清掃委託 

 (2) 業務内容 

   以下に示す排水処理設備における各種水槽等の清掃を行うもの

です。 

ア プラント系汚水槽         約   380㎥ 

イ 洗煙系汚水槽           約   550㎥ 

ウ 灰汚水槽             約   130㎥ 

エ 汚泥貯槽             約   78㎥ 

オ 手動洗車場床面清掃         約 1,000㎡ 

カ フライトコンベア室側溝及び排水槽 

キ その他各種汚水槽、汚水配管 

 (3) 業務場所 

   名古屋市港区藤前二丁目 101番地  名古屋市南陽工場 

 (4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月31日まで 

 (5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 6,110,000★ 

2 競争入札参加資格要件 

  本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ 

と。             

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 
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 (2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指 

名停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停 

止｣ という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、 

支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者で 

ないこと。 

 (3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「工事請 

負の部 その他工事」の認定を受けていること。 

  (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加

資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

 (8) 名古屋市内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 FAX 052-972-4130 

 (2) 入札説明書の交付 
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ア 交付場所及び入手方法 

・ (1) に示す場所にて交付します。 

・ 名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情

報システム） http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

  イ 入手期間及び時間 

    期間 平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月） 

まで。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

 時間  8時45分から17時15分まで 

 (3) 入札 

  ア 入札方法 

    郵便入札とします。 

  イ 入札回数 

     1回 

  ウ 送付書類 

    入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

    平成17年 3月23日（水）午後 5時まで 

  オ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

 (4) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を (1)に示す場所へＦＡＸにて提出して 

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に 

示す場所にて閲覧できます。 
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   エ 閲覧期間 

     期間 平成17年 3月16日（水）から平成17年 3月23日(水） 

まで。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関す

る法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除

く。 

時間  8時45分から17時15分まで 

  (5) 開札 

   ア 開札日時 

平成17年 3月24日（木） 9時30分  

   イ 開札場所 

     名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

ウ 落札者の決定  

     予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の 

提示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札 

決定する。 

ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規定により、 

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、最 

低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とすることがあ

る。 

(6) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加 

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

 ア  確認資料 

積算内訳書 

  イ  提出先 

(1) に示す場所 

  ウ 提出部数 

     1部 

  エ 提出方法 

     入札説明書に掲げる方法による。 
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   オ 提出期限 

     平成17年 3月28日（月） 

 

４ その他 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 

総額で定める。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確 

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約書作成の要否 

   要 

 (5) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、 

入札の延期又は中止をすることがある。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立 

を条件とする。 

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

 1 入札に付する事項 

 (1) 業務名 

   大江破砕工場回転ふるい等清掃委託 

 (2) 業務内容 

   以下に示す選別設備における清掃を行うものです。 

ア 回転ふるい         2系統×21回／系統＝42回 

イ 振動ふるい    2系統× 2台／系統×21回／台＝84回 

 (3) 業務場所 

   名古屋市港区本星崎町字南4047番地の13    

      名古屋市大江破砕工場 

 (4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月31日まで 

 (5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 4,810,000★ 

 

2 競争入札参加資格要件 

  本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ 

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

 (2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名 

停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣  

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人 
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その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

 (3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「工事請 

負の部 その他工事」の認定を受けていること。 

  (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

 (8) 名古屋市内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 FAX 052-972-4130 

 (2) 入札説明書の交付 

ア 交付場所及び入手方法 

・ (1) に示す場所にて交付します。 

・ 名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情

報システム） http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

  イ 入手期間 
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    期間 平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月）

まで。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

    時間  8時45分から17時15分まで 

 (3) 入札 

  ア 入札方法 

    郵便入札とします。 

  イ 入札回数 

     1回 

  ウ 送付書類 

    入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

    平成17年 3月23日（水）午後 5時 

  オ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

 (4) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出して

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に

示す場所にて閲覧できます。 

  エ 閲覧期間 

    期間 平成17年 3月18日（金）から平成17年 3月23日（水）

まで。 ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関す

る法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 

        時間  8時45分から17時15分まで 
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 (5) 開札 

  ア 開札日時 

    平成17年 3月24日（木） 9時45分  

  イ 開札場所 

    名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

  ウ 落札者の決定  

    予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の

提示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札

決定する。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規

定により、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者

のうち、最低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とす

ることがある。 

(6) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

   ア  確認資料 

積算内訳書 

  イ 提出先 

(1) に示す場所 

  ウ 提出部数 

     1部 

  エ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法による。 

  オ 提出期限 

    平成17年 3月28日（月） 

 

４ その他 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 
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総額で定める。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約書作成の要否 

   要 

 (5) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、 

入札の延期又は中止をすることがある。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立 

を条件とする。 

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

1 入札に付する事項 

(1) 業務名 

   猪子石工場焼却炉等清掃委託 

(2) 業務内容 

   以下に示す設備の清掃を行うものです。 

ア 燃焼設備（焼却炉壁、ストーカ、ストーカ下ホッパシュー 

ト） 

イ ボイラ設備（ボイラ下ホッパシュート） 

ウ 排ガス減温塔（減温等内部） 

エ 灰出設備（灰押出装置、灰分散機、灰ピットスクリーン） 

(3) 業務場所 

   名古屋市千種区香流橋一丁目 101番地  名古屋市猪子石工場 

(4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 1月27日まで 

(5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 5,940,000★ 

 

2 競争入札参加資格要件 

  本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ 

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

(2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名 
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停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣  

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人 

その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「工事請 

負の部 その他工事」の認定を受けていること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

(6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

 

3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 FAX 052-972-4130 

(2) 入札説明書の交付 

ア 交付場所及び入手方法 

・ (1) に示す場所にて交付します。 

・ 名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情報 

システム） http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 
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  イ 入手期間及び時間 

    期間 平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月）

まで。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

    時間  8時45分から17時15分まで 

(3) 入札 

  ア 入札方法 

    郵便入札とします。 

  イ 入札回数 

    1回 

  ウ 送付書類 

    入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

    平成17年 3月23日(水)午後 5時 

  オ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

(4) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出して 

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に 

示す場所にて閲覧できます。 

  エ 閲覧期間 

    期間 平成17年 3月18日（金）から平成17年 3月23日（水） 

まで。 ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関す 

る法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 
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       時間  8時45分から17時15分まで 

 (5) 開札 

  ア  開札日時 

    平成17年 3月24日（木）10時00分  

  イ 開札場所 

   名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

ウ  落札者の決定  

   予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の提

示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札決定

する。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規定によ

り、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、

最低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とすることがあ

る。 

(6) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加 

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

ア  確認資料 

積算内訳書 

  イ  提出先 

(1) に示す場所 

ウ  提出部数 

     1部 

  エ  提出方法 

     入札説明書に掲げる方法による。 

  オ  提出期限 

    平成17年 3月28日（月） 

 

４ その他 

(1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 
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(2) 予定価格の設定 

総額で定める。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確 

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見 

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか 

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

(4) 契約書作成の要否 

   要 

(5) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

(6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、 

入札の延期又は中止をすることがある。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立 

を条件とする。 

(7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日 

名古屋市長 松原武久 

 1 入札に付する事項 

 (1) 業務名 

   富田工場側溝等清掃委託 

 (2) 業務内容 

   以下に示す設備等の清掃を行うものです。 

ア 投入ステージ及び斜路の側溝 

イ 灰積出場側溝 

ウ 活性炭積出場側溝 

エ 計量棟回り側溝 

オ 給油所側溝 

カ その他槽、桝、及び排水管 

 (3) 業務場所 

   名古屋市中川区吉津四丁目3028番地  名古屋市富田工場 

 (4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月10日まで 

 (5) 予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

   ￥ 1,770,000★ 

 

2 競争入札参加資格要件 

  本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」と 

いう。）第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

(2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

28



を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名 

停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣  

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人 

その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「工事請

負の部 その他工事」の認定を受けていること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

(6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

(8) 名古屋市内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

 

3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 FAX 052-972-4130 

(2) 入札説明書の交付 

ア 交付場所及び入手方法 

・(1) に示す場所にて交付します。 
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・名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達情報

システム）http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

 イ 入手期間及び時間 

   期間 平成17年 3月9日（水）から平成17年 3月14日（月）ま

で。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

   時間  8時45分から17時15分まで 

(3)  入札 

  ア 入札方法 

   郵便入札とします。 

  イ 入札回数 

    1回 

  ウ 送付書類 

   入札書及び誓約書（様式－ 1） 

  エ 提出期限（名古屋市への到着日） 

   平成17年 3月23日（水）午後 5時 

  オ 提出方法 

   入札説明書に掲げる方法 

  カ 送付先 

(1) に示す場所 

(4)  本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

   質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出してく 

ださい。 

  イ 受付期限 

   平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

   質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1) に示 

す場所にて閲覧できます。 

  エ 閲覧期間 

   期間 平成17年 3月18日（金）から平成17年 3月23日（水）ま 
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で。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律 

（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 

時間  8時45分から17時15分の間 

(5)  開札 

ア  開札日時 

平成17年 3月24日（木） 10時15分  

イ 開札場所 

名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

ウ  落札者の決定  

予定価格の制限の範囲内の入札を行った者のうち最低価格の

      提示者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札

      決定する。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規 

定により、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者 

のうち、最低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とす 

ることがある。 

 

(6)  競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

 ア 確認資料 

積算内訳書 

  イ 提出先 

(1) に示す場所 

  ウ 提出部数 

     1部 

  エ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法による。 

  オ 提出期限 

    平成17年 3月28日（月） 
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４ その他 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 

総額で定める。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約書作成の要否 

   要 

 (5) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、

入札の延期又は中止をすることがある。 

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立

を条件とする。 

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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入札公告                

 

次のとおり入札後資格確認型一般競争入札に付します。 

 

平成17年 3月 9日  

名古屋市長  松原武久 

 1 入札に付する事項 

 (1) 業務名 

   焼却工場等の悪臭及び臭気濃度測定委託 

 (2) 業務内容 

   焼却工場等の敷地境界等における悪臭及び臭気濃度の測定 

 (3) 業務場所 

  ア 富田工場   名古屋市中川区吉津四丁目3208番地 

イ 南陽工場   名古屋市港区藤前二丁目 101番地 

  ウ 猪子石工場  名古屋市千種区香流橋一丁目 101番 

エ 大江破砕工場 名古屋市港区本星崎町字南4047番地の13 

  オ 天白中継所  名古屋市天白区天白町大字八事字上沓打場57 

番地 

  カ 愛岐処分場  岐阜県多治見市諏訪町字川西75番地 

  キ 第一処分場  名古屋市南区加福町一丁目 1番地 

 (4) 履行期間 

   契約締結日から平成18年 3月31日まで 

 

2 競争入札参加資格要件 

本入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしているこ 

と。                           

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」とい 

う。） 第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。 

 (2) 施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年 

を経過していない者 (当該事実と同一の事由により名古屋市指名
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停止要綱 (15財用第 5号) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣ 

という。を受けている者を除く。) 又はその者を代理人、支配人

その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

 (3) 平成15年度及び平成16年度名古屋市競争入札参加資格「測量設 

計の部 その他調査」の認定を受けていること。 

 (4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更正手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく更正手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。） でないこと。 

 (5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の 

申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 

(2) に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を除 

く。）でないこと。 

 (6) 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがな 

されている者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に 

基づく会社の整理終結の決定後、(2) に掲げる本市競争入札参加 

資格の認定を受けている者を除く。) でないこと。 

 (7) 公告の日から落札決定までの間に名古屋市指名停止要綱（15財 

用第 5号）の規定による指名停止期間にない者であること。 

 (8) 計量法（平成 4年法律第51号）第 107条に規定される計量証明 

の事業所であり、事業区分が計量法施行規則（平成 5年通商産業 

省令第69号）別表第四の第六号（濃度）に該当すること。 

 (9) 愛知県内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

 

3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び担当部局 

〒 460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

   名古屋市環境局総務課経理係（名古屋市役所東庁舎 5階） 

   電話 052-972-2667 ＦＡＸ 052-972-4130 

 (2) 入札説明書の交付 
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ア 交付場所及び入手方法 

(ア) (1)に示す場所にて交付します。 

(イ) 名古屋市ホームページからダウンロードできます。（調達 

情報システムhttp:// www.chotatsu.city.nagoya.jp/  

  イ 入手期間及び時間 

    期間  平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月14日（月） 

まで。ただし、日曜日及び土曜日を除く。 

時間   8時45分から17時15分まで 

 (3) 本公告、入札説明書及び設計図書に対する質問 

  ア 質問方法 

    質問書（様式自由）を(1) に示す場所へＦＡＸにて提出して

ください。 

  イ 受付期限 

    平成17年 3月14日（月） 

  ウ 質問の回答 

    質問者には個別にＦＡＸにて回答するほか、回答書は(1)に

示す場所にて閲覧できます。 

  エ 閲覧期間及び時間 

    期間  平成17年 3月16日（水）から平成17年 3月23日（水）

まで。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関す 

る法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除く。 

時間   8時45分から17時15分まで 

 (4) 入札 

  ア 入札日時 

    平成17年 3月24日（木）10時30分 

  イ 入札場所 

    名古屋市役所本庁舎地下 1階 環境局分室 

  ウ 入札書の提出方法 

入札書は持参すること。また、入札の際、入札説明書で定め

ているところにより誓約書（様式－ 1）を提出するとともに、
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積算内訳書を作成の上、持参すること。 

エ 入札回数 

3回 

オ 落札者の決定 

        予定価格の範囲内の入札を行った者のうち、最低価格の提示

者（落札候補者）から順に資格審査を行った上で後日落札決定

する。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規定に

より、予定価格の範囲内の価格をもって入札した者のうち、最

低の価格をもって入札した者以外の者を落札者とすることがあ

る。 

(5) 競争入札参加資格確認申請書の提出 

  落札候補者となったものは次に掲げる確認資料を競争入札参加

資格確認申請書（様式－ 2）に添付すること。 

ア  確認資料 

(ア)  計量証明の事業に係る登録証（写し） 

(イ)  積算内訳書 

  イ 提出先 

(1) に示す場所 

  ウ 提出部数 

     1部 

  エ 提出方法 

    入札説明書に掲げる方法による。 

  オ 提出期限 

     平成17年 3月28日（月） 

 

4 入札手続等 

 (1) 入札保証金の納付義務 

   免除する。 

 (2) 予定価格の設定 

総額で定める。 
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 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確

認申請書等に虚偽の記載をした者の入札、及び公正かつ適正な見

積により積算内訳書が作成されていないことが確認の結果明らか

となった場合等、入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

 (4) 契約保証金の納付義務 

   入札説明書による。 

 (5) 契約書作成の要否 

   要 

 (6) その他の注意事項 

  ア 談合情報が寄せられた場合及びその他の事情等によっては、

入札の延期又は中止をすることがある。  

  イ 本公告に示した入札は、本入札に係る平成17年度予算の成立

を条件とする。  

 (7) その他 

   詳細については入札説明書による。  
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   入札公告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

  平成17年 3月 9日 

 

                     名古屋市長 松 原 武 久 

 

 1 入札に付する事項 

⑴  購入物品及び数量 

   水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ－Ｂ型）ぎ装請負 10両 

⑵ 購入物品の特質等 

   入札説明書による。 

⑶ 納入期限 

   第 1期  5両 平成18年 1月27日 

   第 2期  5両 平成18年 2月17日 

⑷ 納入場所 

   入札説明書による。 

 ⑸ 今後の入札公告予定時期 

   平成17年 3月下旬頃 

⑹ 入札方法 

   入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載され 

  た金額に当該金額の 100分の 5に相当する額を加算した金額（当該金額に 

   1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札 

  金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ 

  るか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 105分の 100に相当 

する金額を記載した入札書を提出すること。 

 

 2 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「自治令」という。）第 

   167条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

⑵ 自治令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年を経過し

ない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（15財用第 5

号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けている者を除

く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人と

して使用する者でないこと。 
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⑶ 平成17年度及び平成18年度名古屋市競争入札参加定期資格審査において

申請区分「物件の買入れ等」、申請業種「自動車・自転車」の競争入札参

加資格を申請し、当該資格を有すると認定された者であること。又は、当

該競争入札参加資格を申請していない者で平成17年 3月22日までに当該競

争入札参加資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると

認定された者であること。 

⑷ 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが 

  なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競 

  争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑸ 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが  

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競

争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑹ 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがなされてい 

  る者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に基づく会社の整理 

  終結の決定後、⑶に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を 

  除く。）でないこと。 

⑺ 本公告の日から入札の日時までの間に指名停止の期間にない者であるこ

と。 

⑻ 本公告に示した購入物品の規格に合致した物品を確実に納入し得ること 

  を証明できる者であること。 

⑼ 本公告に示した購入物品と同種又は類似物品に係る納入実績があること 

  を証明できる者であること。 

⑽ 消防防災設備整備費補助金交付要綱（平成16年 4月 1日付け消防消第83

号）に規定する水槽付消防ポンプ自動車の規格に適合し、かつ、日本消防

検定協会が行う鑑定試験に合格するもので、さらに道路運送車両法 (昭和

26年法律第 185号 )に定める道路運送車両の保安基準に適合し、緊急自動

車として承認が得られるものを製造できる者であること。 

⑾ 本公告に示した購入物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナン

ス体制が整備されている者であること。 

⑿ 日本国内に検査設備及び要員等を確保でき、本市が指定した検査員（以

下「検査員」という。）の指示に従い、検査員の指定する場所での検査の 

  立会い、必要な資料の提出及び説明その他本市が必要とする検査に応じら

れることを証明した者であること。 

 

 3 入札書の提出場所等 

⑴ 郵便による入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付 
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   場所及び問い合わせ先 

   〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

         名古屋市消防局総務部総務課経理係 

（名古屋市役所本庁舎 1階） 

電話 052-972-3506 

⑵ 入札説明書の交付 

   本公告に係る入札に参加しようとする者の申請により入札に参加しよう

とする者 1人に対し、 1部を無償で交付する。ただし、郵送を希望する者 

  は、当該郵送料を添えて申請することができる。 

⑶ 競争入札参加資格確認申請書の提出期間及び提出場所 

   本公告に係る入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請  

書及び本公告に示した購入物品を納入できることを確認するための書類 

（以下「確認申請書等」という。） を平成17年 3月10日から平成17年 3

月22日までの期間（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第 178号）に規定する休日を除く。）に、⑴の場所に提出すること。 

   なお、確認申請書等に関し、説明を求められた場合は、その求めに応じ 

  なければならない。また、前記期間に確認申請書等を提出しない者及び提

出者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

⑷ 郵便による入札書の受領期限（書留郵便に限る。） 

   平成17年 4月19日 午後 5時00分 

⑸ 入札、開札の日時及び場所 

   日時 平成17年 4月20日 午後 1時30分 

   場所 名古屋市役所東庁舎 8階災害対策本部室 

 

 4 その他 

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

⑵ 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

   有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

⑶ 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書 

  等に虚偽の記載をした者の入札及び入札条件に違反した者の入札は、無効 

  とする。 
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⑷ 契約書作成の要否 

   要 

⑸ 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

  総額で定める。 

⑹ 落札者の決定方法 

  予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を 

 落札者とする。 

⑺ 競争入札参加資格審査の申請 

  本件入札に参加を希望する者で、当該競争入札参加資格を有していない

者は、平成17年 3月22日までに所定の資格審査申請書に必要事項を記載の

上、次の場所に持参して提出し、当該資格の認定を受けなければならない。 

  名古屋市財政局財政部用度課契約審査係 

   （名古屋市役所本庁舎 1階） 

  電話 052-972-2326 

⑻ 調達手続きの停止等 

 ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市政府調達苦情検討委員会への苦

情申立てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等が

あり得る。 

 イ 本公告に示した調達は、本調達に係る平成17年度予算の成立を条件と

する。 

⑼ その他 

  詳細は、入札説明書による。 

 

 5  Summary 

⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Fire engine for Tanker (Ⅰ－B Type)  10 unit 

⑵ Deadline  for the submission  of  application  forms  for  the 

      qualification: 

      22  March, 2005 

⑶ Deadline  for  tender: 

      1:30p.m.  20  April ,2005 (By mail-5:00p.m. 19  April ,2005) 

⑷ Contact point for the notice: 

      Accounting  Section,  General Affairs Division, General Affairs 

      Department, Fire Bureau, City of  Nagoya 

1- 1, Sannomaru  3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 
Tel:052-972-3506 
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   入札公告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

  平成17年 3月 9日 

 

                     名古屋市長 松 原 武 久 

 

 1 入札に付する事項 

⑴  購入物品及び数量 

   救助工作車（Ⅱ型）ぎ装請負  2両 

⑵ 購入物品の特質等 

   入札説明書による。 

⑶ 納入期限 

   平成18年 3月10日 

⑷ 納入場所 

   入札説明書による。 

⑸ 入札方法 

   入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載され 

  た金額に当該金額の 100分の 5に相当する額を加算した金額（当該金額に 

   1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札 

  金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ 

  るか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 105分の 100に相当 

する金額を記載した入札書を提出すること。 

 

 2 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「自治令」という。）第 

   167条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

⑵ 自治令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年を経過し

ない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（15財用第 5

号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けている者を除

く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人と  

 して使用する者でないこと。 

⑶ 平成17年度及び平成18年度名古屋市競争入札参加定期資格審査において

申請区分「物件の買入れ等」、申請業種「自動車・自転車」の競争入札参

加資格を申請し、当該資格を有すると認定された者であること。又は、当

該競争入札参加資格を申請していない者で平成17年 3月22日までに当該競
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争入札参加資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると

認定された者であること。 

⑷ 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが 

  なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競 

  争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑸ 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが  

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競

争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑹ 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがなされてい 

  る者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に基づく会社の整理 

  終結の決定後、⑶に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を 

  除く。）でないこと。 

⑺ 本公告の日から入札の日時までの間に指名停止の期間にない者であるこ

と。 

⑻ 本公告に示した購入物品の規格に合致した物品を確実に納入し得ること 

  を証明できる者であること。 

⑼ 本公告に示した購入物品と同種又は類似物品に係る納入実績があること 

  を証明できる者であること。 

⑽ 消防防災設備整備費補助金交付要綱（平成16年 4月 1日付け消防消第83

号）に規定する救助工作車の規格に適合し、かつ、道路運送車両法 (昭和

26年法律第 185号 )に定める道路運送車両の保安基準に適合し、緊急自動

車として承認が得られるものを製造できる者であること。 

⑾ 本公告に示した購入物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナン

ス体制が整備されている者であること。 

⑿ 日本国内に検査設備及び要員等を確保でき、本市が指定した検査員（以

下「検査員」という。）の指示に従い、検査員の指定する場所での検査の 

  立会い、必要な資料の提出及び説明その他本市が必要とする検査に応じら

れることを証明した者であること。 

 

 3 入札書の提出場所等 

⑴ 郵便による入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付 

   場所及び問い合わせ先 

   〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

         名古屋市消防局総務部総務課経理係 

（名古屋市役所本庁舎 1階） 

電話 052-972-3506 

43



⑵ 入札説明書の交付 

   本公告に係る入札に参加しようとする者の申請により入札に参加しよう

とする者 1人に対し、 1部を無償で交付する。ただし、郵送を希望する者 

  は、当該郵送料を添えて申請することができる。 

⑶ 競争入札参加資格確認申請書の提出期間及び提出場所 

   本公告に係る入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請  

書及び本公告に示した購入物品を納入できることを確認するための書類 

（以下「確認申請書等」という。） を平成17年 3月10日から平成17年 3

月22日までの期間（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第 178号）に規定する休日を除く。）に、⑴の場所に提出すること。 

   なお、確認申請書等に関し、説明を求められた場合は、その求めに応じ 

  なければならない。また、前記期間に確認申請書等を提出しない者及び提

出者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

⑷ 郵便による入札書の受領期限（書留郵便に限る。） 

   平成17年 4月19日 午後 5時00分 

⑸ 入札、開札の日時及び場所 

   日時 平成17年 4月20日 午後 2時00分 

   場所 名古屋市役所東庁舎 8階災害対策本部室 

 

 4 その他 

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

⑵ 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

   有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

⑶ 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書 

  等に虚偽の記載をした者の入札及び入札条件に違反した者の入札は、無効 

  とする。 

⑷ 契約書作成の要否 

   要 

⑸ 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

  総額で定める。 

⑹ 落札者の決定方法 
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  予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を 

 落札者とする。 

⑺ 競争入札参加資格審査の申請 

  本件入札に参加を希望する者で、当該競争入札参加資格を有していない

者は、平成17年 3月22日までに所定の資格審査申請書に必要事項を記載の

上、次の場所に持参して提出し、当該資格の認定を受けなければならない。 

  名古屋市財政局財政部用度課契約審査係 

   （名古屋市役所本庁舎 1階） 

  電話 052-972-2326 

⑻ 調達手続きの停止等 

 ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市政府調達苦情検討委員会への苦

情申立てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等が

あり得る。 

 イ 本公告に示した調達は、本調達に係る平成17年度予算の成立を条件と

する。 

⑼ その他 

  詳細は、入札説明書による。 

 

 5  Summary 

⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Rescue  and  Utility  Truck (Type Ⅱ) 2unit 

⑵ Deadline  for the submission  of  application  forms  for  the 

      qualification: 

      22  March, 2005 

⑶ Deadline  for  tender: 

      2:00p.m.  20  April ,2005 (By mail-5:00p.m. 19  April ,2005) 

⑷ Contact point for the notice: 

      Accounting  Section,  General Affairs Division, General Affairs 

      Department, Fire Bureau, City of  Nagoya 

1- 1, Sannomaru  3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 
Tel:052-972-3506 
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   入札公告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

  平成17年 3月 9日 

 

                     名古屋市長 松 原 武 久 

 

 1 入札に付する事項 

⑴  購入物品及び数量 

   資機材輸送車 ぎ装請負  8両 

⑵ 購入物品の特質等 

   入札説明書による。 

⑶ 納入期限 

   平成18年 2月10日 

⑷ 納入場所 

   入札説明書による。 

⑸ 入札方法 

   入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載され 

  た金額に当該金額の 100分の 5に相当する額を加算した金額（当該金額に 

   1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札 

  金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ 

  るか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 105分の 100に相当 

する金額を記載した入札書を提出すること。 

 

 2 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「自治令」という。）第 

   167条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

⑵ 自治令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 2年を経過し

ない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（15財用第 5

号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けている者を除

く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人と

して使用する者でないこと。 

⑶ 平成17年度及び平成18年度名古屋市競争入札参加定期資格審査において

申請区分「物件の買入れ等」、申請業種「自動車・自転車」の競争入札参

加資格を申請し、当該資格を有すると認定された者であること。又は、当

該競争入札参加資格を申請していない者で平成17年 3月22日までに当該競
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争入札参加資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると

認定された者であること。 

⑷ 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが 

  なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競 

  争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑸ 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが  

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、⑶に掲げる本市競

争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

⑹ 商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがなされてい 

  る者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に基づく会社の整理 

  終結の決定後、⑶に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者を 

  除く。）でないこと。 

⑺ 本公告の日から入札の日時までの間に指名停止の期間にない者であるこ

と。 

⑻ 本公告に示した購入物品の規格に合致した物品を確実に納入し得ること 

  を証明できる者であること。 

⑼ 本公告に示した購入物品と同種又は類似物品に係る納入実績があること 

  を証明できる者であること。 

⑽ 道路運送車両法 (昭和26年法律第 185号 )に定める道路運送車両の保安

基準に適合し、緊急自動車として承認が得られるものを製造できる者であ

ること。 

⑾ 本公告に示した購入物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナン

ス体制が整備されている者であること。 

⑿ 日本国内に検査設備及び要員等を確保でき、本市が指定した検査員（以

下「検査員」という。）の指示に従い、検査員の指定する場所での検査の 

  立会い、必要な資料の提出及び説明その他本市が必要とする検査に応じら

れることを証明した者であること。 

 

 3 入札書の提出場所等 

⑴ 郵便による入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付 

   場所及び問い合わせ先 

   〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

         名古屋市消防局総務部総務課経理係 

（名古屋市役所本庁舎 1階） 

電話 052-972-3506 

⑵ 入札説明書の交付 
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   本公告に係る入札に参加しようとする者の申請により入札に参加しよう

とする者 1人に対し、 1部を無償で交付する。ただし、郵送を希望する者 

  は、当該郵送料を添えて申請することができる。 

⑶ 競争入札参加資格確認申請書の提出期間及び提出場所 

   本公告に係る入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請  

書及び本公告に示した購入物品を納入できることを確認するための書類 

（以下「確認申請書等」という。） を平成17年 3月10日から平成17年 3

月22日までの期間（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第 178号）に規定する休日を除く。）に、⑴の場所に提出すること。 

   なお、確認申請書等に関し、説明を求められた場合は、その求めに応じ 

  なければならない。また、前記期間に確認申請書等を提出しない者及び提

出者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

⑷ 郵便による入札書の受領期限（書留郵便に限る。） 

   平成17年 4月19日 午後 5時00分 

⑸ 入札、開札の日時及び場所 

   日時 平成17年 4月20日 午後 2時30分 

   場所 名古屋市役所東庁舎 8階災害対策本部室 

 

 4 その他 

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

⑵ 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

   有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

⑶ 入札の無効 

   本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書 

  等に虚偽の記載をした者の入札及び入札条件に違反した者の入札は、無効 

  とする。 

⑷ 契約書作成の要否 

   要 

⑸  予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

  総額で定める。 

⑹  落札者の決定方法 

  予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を 
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 落札者とする。 

⑺  競争入札参加資格審査の申請 

  本件入札に参加を希望する者で、当該競争入札参加資格を有していない

者は、平成17年 3月22日までに所定の資格審査申請書に必要事項を記載の

上、次の場所に持参して提出し、当該資格の認定を受けなければならない。 

  名古屋市財政局財政部用度課契約審査係 

  （名古屋市役所本庁舎 1階） 

  電話 052-972-2326 

  ⑻  調達手続きの停止等 

 ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市政府調達苦情検討委員会への苦

情申立てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等が

あり得る。 

 イ 本公告に示した調達は、本調達に係る平成17年度予算の成立を条件と

する。 

 

⑼ その他 

  詳細は、入札説明書による。 

 

 5  Summary 

⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: 

   Transport Truck  8unit 

⑵ Deadline  for the submission  of  application  forms  for  the 

      qualification: 

      22  March, 2005 

⑶ Deadline  for  tender: 

      2:30p.m.  20  April ,2005 (By mail-5:00p.m. 19  April ,2005) 

⑷ Contact point for the notice: 

      Accounting  Section,  General Affairs Division, General Affairs 

      Department, Fire Bureau, City of  Nagoya 

1- 1, Sannomaru  3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 
Tel:052-972-3506 

 

49



 

入札公告 
 

次のとおり一般競争入札に付します。 
 
平成17年 3月 9日 

名古屋市上下水道局長 山 田 雅 雄 

1   入札に付する事項 
 (1) 業務名 

ア 植田・氷室出張所管内雨水ます清掃業務委託 
イ 福江出張所管内雨水ます清掃業務委託 
ウ  豊前出張所管内雨水ます清掃業務委託 
エ 稲西出張所（中村区）管内雨水ます清掃業務委託 
オ 稲西出張所（中川区）管内雨水ます清掃業務委託 
カ 当知出張所管内雨水ます清掃業務委託 
キ 船付出張所管内雨水ます清掃業務委託 

 (2) 業務場所及び業務内容 
 業 務 場 所 業  務  内  容 

ア 
名東区、天白区、緑区 

瑞穂区、南区 
雨水ます清掃工 55,700箇所 

イ 中区、昭和区 雨水ます清掃工 39,700箇所 

ウ 千種区、東区 雨水ます清掃工  37,190箇所 

エ 中村区 雨水ます清掃工  37,750箇所 

オ 中川区 雨水ます清掃工  61,790箇所 

カ 熱田区、港区 雨水ます清掃工  54,400箇所 

キ 北区、西区、守山区 雨水ます清掃工 55,560箇所 

 (3)  履行期間  
契約の日から平成17年 9月30日まで 

 (4)  予定価格 
ア ￥21,800,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
イ ￥15,300,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
ウ ￥18,200,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
エ ￥13,300,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
オ ￥20,800,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
カ ￥19,700,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 
キ ￥21,600,000※（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

2   競争入札参加資格 
（1） 平成17年度及び平成18年度名古屋市競争入札参加資格審査申請において

申請区分「業務委託」の雨水桝の清掃に係る申請を行っている者であるこ

と。ただし、平成17年 3月16日（水）までに当該申請の認定を受けている

者に限る。 

（2） 名古屋市内に本店、支店又は営業所等を有すること。 

（3） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第

167条の4第1項の規定に該当しない者であること。 

（4） 施行令第167条の4第2項各号に該当する事実があった後2年を経過しない

者（当該事実と同一の事由により名古屋市上下水道局指名停止要綱（平成
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15年 3月11日上下水道局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」と

いう。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の

使用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

 (5)  会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、 (1)に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 
 (6)  民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 (1)に掲げる本市
競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (7)  商法（明治32年法律第48号）に基づき会社の整理の申立てがなされてい
る者又は会社の整理の開始を命じられている者（同法に基づく会社の整理
終結の決定後、 (1)に掲げる本市競争入札参加資格の認定を受けている者
を除く。）でないこと。 

 (8)  本公告の日から開札の日時までに指名停止の措置を受けている者でない
こと。 

 (9)  元請として平成11年 4月 1日以降に次に掲げるア、イのいずれかの実績 
を有することを証明できる者であること。 

    ア 公共下水道に係る雨水ます清掃、下水本管ＴＶ調査（清掃を伴うもの
に限る。）又は下水本管清掃のいずれかの業務の履行実績 

  イ 本市上下水道局の下水道管きょ布設工事（内径 250mm～ 600mm開削工
事）を施工した実績（ただし、平成15年 6月以降に契約した名古屋市上
下水道局発注の工事については、工事成績の評定点が65点未満のものは
実績としない｡） 

3   入札手続等 
本競争入札への参加の申請は、いずれの業務（ア～キ）にも参加すること

ができる。ただし、いずれか１つの業務を落札した者については、それ以降
に開札する本公告に係る他の業務について入札を無効とする。 

 (1)  本入札及び契約担当部局 
〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

名古屋市上下水道局経営本部経理部契約課 
（名古屋市役所西庁舎７階） 
電話 052-972-3725 

 (2)  入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページ（調達情報サービスシステムからダウンロードす

ること。） 

アドレス http://www.chotatsu.city.nagoya.jp/  
 (3)  確認申請書等の提出方法等 

確認申請書等の提出は、申請する業務ごとに行うこと。 
ア 提出期間 

平成17年 3月 9日（水）から平成17年 3月16日（水）まで 
イ 提出先 

〒466-0059  名古屋市昭和区福江二丁目 9番30号 
名古屋市上下水道局技術本部計画部技術管理課 
（名古屋市上下水道局福江ビル 3階） 
電話 052-889-4793 

ウ 提出方法 
持参すること。郵送又は電送によるものは受け付けない。 
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なお、確認申請書等に関し、説明等を求められた場合は、その求めに
応じなければならない。また、アに示す期間に確認申請書等を提出しな
い者及び提出者であって競争入札参加資格がないと認められた者は入札
に参加できない。 

 (4)  競争入札参加資格の確認結果の通知 
申請者に係る競争入札参加資格の有無の確認は、確認申請書等の提出期

間の末日をもって行い、その結果は、平成17年 3月31日（木）までに通知
する。 

 (5)  設計図書の入手方法 
(2) に同じ 

 (6)  入札、開札の日時及び場所並びに入札方法 
ア 日時   

平成17年 4月13日（水）午前 9時20分から 
イ 場所   

第18会議室（名古屋市役所西庁舎12階） 
ウ 入札書等の提出方法等 

入札書は持参すること。郵送又は電送によるものは受け付けない。ま
た、入札の時に入札説明書で指定する積算内訳書を提示すること。 

4   その他 
 (1)  契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 
 (2)  入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金の納付 
要。ただし、名古屋市上下水道局契約規程第14条第 2号の条件を満

たす場合、免除とする。 
イ 契約保証金の納付 

免除 
 (3)  入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書
等に虚偽の記載をした者の入札及び公正かつ適正な見積りにより積算内訳
書が作成されていないことが確認の結果明らかとなった場合等入札の条件
に違反した入札は無効とする。 

 (4)  予定価格 
総額で定める。 

 (5)  開札方法 
１(1) のアからキの順に１件ずつ行う。 

 (6)  落札者の決定方法 
予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。ただし、地方自治法施行令第 167条の10第 1項の規定に
より、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、最低の
価格をもって入札をした者以外の者を落札者とすることがある。 

 (7)  契約書作成の要否 
要 

（8） 調達手続の停止等 
    本公告に示した調達は、名古屋市会における平成17年度名古屋市下水道

事業会計予算の審議経過によっては、調達手続の停止等が有り得る。 
 (9)  その他の注意事項 

談合情報が寄せられた場合には、入札の延期又は中止をすることがある。 
 (10) その他 
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詳細は、入札説明書による。 
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　　落札者等の公示

次のとおり落札者等について公示します。

　平成17年 3月 9日

　　　　　　名古屋市長　松原　武久 　

　　事　　　　　　　項 　　　　内　　　　　　　　容

(1) 物品等・特定役務の名称と数量 電子調達システム（その 2）運用機器

一式

(2) 契約事務担当部局名と所在地 財政局財政部用度課

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号

(3) 落札者・随意契約の相手方の

決定日

(4) 落札者・随意契約の相手方の 日立キャピタル株式会社

氏名と住所 東京都港区西新橋二丁目15番12号

(5) 落札金額・随意契約金額 11,274,375円

(6) 契約の相手方を決定した手続 随意契約

(7) 入札公告日・入札公示日   ―

(8) 政府調達協定上の随意契約理由 協定15条 1項 c該当

(9) その他   ―

平成17年 1月27日
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落札者等の公示 

次のとおり落札者等について公示します。 

平成17年 3月 9日 

     

名古屋市長  松 原 武 久 

事         項 内          容 

(1) 物品等・特定役務の名称と数量 南陽工場燃焼施設整備用給じん装置

部品等の購入 

給じん装置部品各種保護材等  

48種類  5,511点 

(2) 契約事務担当部局名と所在地 環境局総務課 

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

(3) 落札者・随意契約の相手方の決定日 平成17年 2月17日 

(4) 落札者・随意契約の相手方の氏名と住所 川崎重工業株式会社 中部支社 

名古屋市中村区名駅一丁目 1番 4号

(5) 落札金額・随意契約金額 49,560,000円 

(6) 契約の相手方を決定した手続 随意契約 

(7) 入札公告日・入札公示日 － 

(8) 政府調達協定上の随意契約理由 協定第15条 1項 d該当 

(9) その他 － 
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